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L
AnInquiryinto``theProble11isinconnectionwith``theHistoiCical
FallingTendencyoftheDifferentialRentinAgriculture"
TheSecond
HISANORINISIIIYAMA
Inthefirstpartof"anessayonthehistoricalfallingtendeneyofdlifferentialrentinagri-
culture",wehaveinvestigatedthatthedifferentia正rentofagricultureinthemajorcaPitalistic
nationshadahistoricallyfallingtendency.Andasamatterofcourse,itwasplainenough
thatthecausesofafallingtendencywerealm .ostintheproductionprocess.Theproblemsin
connectionwiththesubjectsorthe・phenomenaofthose.t}lingsarenotenoughCvidentyetand
thenintheSecondpart,thatisto・say,'in　 anInquiryintotheproblemsinconnectionwiththe
'hi
storica1.fallingtend頭cyofdi俄rentia1・rehtinagri6ulture"かw6willpositiVelytak6account
oftheproblemsinrelationwiththose:theproblemsonaprincipleofdifferentialrent,the
relati皿sbetween出ereturnslawandthedifferentialrent,theerrorofacriticismfromthe
visua1'angleofacrisistheoryonJamesAndersOn'stheoryofdi任erent三alrentandtheproblems
inconnectionwiththetbeoryofdifferentialrentmaybecorrectlytakenforinvetigationr.'
Iloweverthatmaybe,beforewegointodetails,wemusttellyowthatalhheproblemstobe
explainedinthispapershallbeexaminedcenteringonthattheoryofJamesAndersonwho
historically負rstdiscoveredthetheoryofdifferentialrent.
Andfurtherinrelationtotheproblems,weshallstudythefollowingmajorquestion:
Whatproblemsarenowassociatedwithitthatwemustgiveparticularattentiontothe
problemsinconnection.withthetheoryofdifferentialrentofJamesAnderson .whowas
concernedwithanin五niteofeconomicgrowth?
1.は し が き
第一部(r農業における差額地代の歴史的低下め傾向』に関する一試論)に おいて,わ れ われ
は 「農業の差額地代」が主要な先進資本主義諸国においては歴史的に 「低下する傾向」があるこ
とをみてきた。また当然のことではあるがその傾向的低下の原因が殆んど生産過程にあることも
明らかになった。 しか しながら,'その問題ないしその現象に関連 した 「諸問題」はまだ十分明確
ではない。そこで,第二部(農 業における差額地代の歴史的傾向に関す る諸問題についての一研
究)においては・「その関連する諸問.題」を積極的に明らかにする。すなわち,差額地 代 の原理
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に関す る問題,収 益法則 と地代 の関係,地 代論 と恐慌論視角お よびその他関連す る諸問題 とい う
形 で取 りあげてい く。 しか しここで断わ っておかね ばな らないことは,こ の稿 で明確にする問題
はすべてア ンダア ソンの差額地代論を中心 として検討 しているとい うことである。
2.差 額地代の原理に関する諸問題
「農業における差額地代 の歴史的低下 の傾 向」に関連す る原理的問題には以下 の如 きも のが あ
る。(1)差 額地代 と価格 との関係,(皿)そ の地代 の本来的形成,(皿)そ の地代 の源泉,(N)
豊度 の地代 と位置の地 代(場 所的事情),(V)農産物市場価格,(W)優 等地 に形成 され る地代,
(W)そ の地 代の増減,(W)収 益 法則(本 来は成立 しない。 それについては尚あ らためて後述す
る)とその地代 の関係 について,(区)技 術 の平 準化(生 産技術の平準化)と その地代 の増減 につ
いて。如上の諸間題を第一部に関連 させ て取扱 う関係上,わ れわれは これ らの諸問題 を差額地 代
論 の古典 と現 代 とい う視角か らより現代的な問題 として吟味す る。早速個別 の分析にはいろ う。
(1)「差額地代 と価格 との関係」について
ア ンダア ソンの差額地代論におけ る理論的ハイ ・ライ トはさきに も触れた よ うに,何 をおいて
もまず次 の規定であろ う。すなわち,「土地の地代カミその生産物 の価格を決定す るのではな くて,
その生産 物の価格が土地 の地 代 を 決 定 す る の で あ る」(Anderson,J.,AnInquiryintothe
NatureoftheComLaw,1777.EdinburghrEd輌t.byJrR.McCullosh,sMiscellaneous
EeonomicalTracts.1859.London,p.324)。このア ンダアソンの主張は全 く正当であ るが,
この よ うな主張は同時代(1776年)のアダム ・ス ミスにもみ られる。 しか しなが ら,ス ミス の
主張には少 し問題があ るばか りでな く,理 論に決定的混乱がある点 でアンダア ソンの場合に比 し
てかな り劣 る。 とい うのは,ス ミスはその名著 『国富論』の 「価格論」の章で,「地代は価格の一
構成要素 であ る」 と規定 しているか と思 えば,「地代論」 め章では 「地代は価格の結果 で あ る」
と主張 しているか らであ る。 これは明 らかに理論 の矛盾であ り,混 乱 である。 この混乱 の原因は
明 らかにス ミスのV+mの ドグマの思想にあるどいえ よう。
いずれにせ よ,ア ンダア ソソの 「地代は価格 の結果 な り」 との規定 によって,経 済学史上は じ
めて ここに近代的土地所有の もとにおけ る資本主義地代の確立が立 証されたのであ って,し か も
この立論 こそが彼の全理論 の基礎 とな り,出 発点 とな りそ して全 目的 とな った ことは さきに も述
べ た通 りである。そ してこの理論 の出現に よって 「穀物価格高騰 の原因が地 代である」 とい う幻
想が理論的に払拭 され,更 に十分証明 された ことはい うまで もな い。 また彼は 「地代は利 潤平準
化 の手段であ る」 と規定す る理論において も,「地代が どんな程度に も穀物の価格に影響 す る傾
向な しに,最 も自然的かつ容易なる方法で種 々な る土壌 におけ る利潤を平準化す る」 と述べ るこ
とに よって,「費用範疇 」 と 「利益範疇 」(剰余価格範疇)と を区別 し,そ して 「地代 と利 潤の関
係」(地代 と利潤は同 じ範晴)と 「これ らと賃金 との関係」(地代 ・利潤 と賃金 とは別の範疇)を
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明 らかに したのである。 この地代 ・利潤範躊 と賃金範疇 とを区別 した ことは リカー ドに先立つア
ソダァ ソンの理論的功績 として差支えないだ ろ う。
(II)「その地代の本来的形成」について
彼は差額地代が穀物 の最大 内在価格(最 大生産費)と その各個別内在価格 との差額か ら形成 さ
れる と規定 しているが,こ の理論 の背景には,穀 物 の 「最大生産費が穀物の一般的市場価格」 と
な り,「穀物 の個別 の内在価格」はいわ ゆるそれの 「個別 の生産価格」の ことで,換 言すれ ぽ 「費
用価格 と平均利潤 とを和」 した ものが 「内在価格」 であ るとい う設論である(久 留 島 陽 三 氏 の
1972年度 の労作r地 代論研究』 ミネル ヴァ書房,1972年54ページ,な らび に 拙著r前 掲書』
82-5ページ参照)。費用価格 と平均利潤 の和が資本の有機的構成の高度化な らび に 技術 の 平準
化に よって 「小 となって」,そのために生産物 の一般的市場価格 も 「小 とな り」,したが ってその
「小 とな った一般的市場価格」 とその個別的生産価格 とのそれぞれ の差が小 さくな るとい う よ う
な ことの起 る場合には,地 代の額 もまた小 とな るとい う性質の地 代がいわゆ る差額 の地 代 で あ
る。 ここには差額 の地代の額が歴史的に小 とな るとい うこ との予定が あるとい うこ とをわ れわれ
は第一部で明らかに してきた。
(m)「 その地代の源泉」
それは 「土地 の肥沃度 の差異 と土地 の場所的事情(立 地 と位 置)の 差 異」 自体(Anderson,
」・,RecreationsVol.V.P.403)であって,か かる差異条件が穀物生産 におい て労働過程に結
集 され,労 働 の生産性 としてあらわれそ して価格 に具現化 され る。換 言すれ ば労働 の三過程に植
物の生産過程 と社 会的生産が結合 され て,労 働の生産性 として具現化 され そ して価格に具体化 さ
れ る源泉が土地の肥沃度であ り,土 地 の場所的事情(立 地 と位置)で ある。 しか しこの源泉は労
働に よって,つ ま り人間労働 ・技術に よって無限に変え られ るものであることが,彼 に よって,
既にこの時に確認 されている。源泉が物理的 自然,化学的 自然 そ して生物学的 自然 としてその儘,
地代形成 の源泉 として参加す るのではな くて,労 働に結集表 現 され るもの と確認 され,又 その認
識 によって,彼 は 「自然決定論的思考方法」を克 服 し拒否 している。つま り 「差額地代 の源 泉」
は 「土地 の肥沃度 の差異 と土地 の場 所的事情 の差 異」にあ るとしてい るが,詮 れ らは常に 「労働
の生産性の差異」,あるいは 「生産価格間の差異」 に結集表現 され るとしている。その 差額 が 小
となれば,地 代の もととな る超過利潤 も小 とな りそ して地主 の所得(収 …奪)す る地代 も小 とな る
とい う論理であ る。
(IV)「豊度の地代と位置の地代(場 所的事情)」
豊度 の地代つま り土地 の肥沃性,換 言すれば土地の物理 ・化学的性質の差異 として重視され,
この差異が歴史的に平準化 され ると考えている。す なわち彼 は,常 に,人 間 の能力は進歩 ・発達
し・ したが って正 当に農業の技術革新を惹起 し,そ のことに よって土地 の物理化学的性質の差異
は土地質 の歴史的平準化作用を受け,し か しその差異は歴史的に減少す る とい うことを暗に提言
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している。更に位置の差異については,格別言及せず,土地質の性質と同一視されてお り,した
がって 「位置の差異」を明らかにする言及を彼の理論の中に見出すことは殆んどできないが,し
か しながらわれわれが今ここで 「比較農法論的」に当時を推論することはある程度可能である。
その第一は18世 紀末葉項の英国の耕作体系は 「非中耕体系」であ り,作物である穀類は 「非中
耕作物」であ り,地域は 「非中耕地帯」であ りそしてその当時の耕作体系は 「馬耕体系」が主流
であるため,耕作経営において立地の費用ないし距離の費用が作目体系あるいは耕作体系を支配
し変更す る程の重要性をまだ持たない経済の発展段階にあったであろ うとい う事情。第二,運輸
交通 ・通信も今 田こ比較すれば,ま だ未発達であるが,それでも尚それが農業組織ないし作目組
織 を変更する程,摂 取カロリー ・お よびたん白質の供給源の変更が激 しい時代と地域ではなかっ
た。伝統的に摂取カロリーとたん白質を供給する作目は大体階級的にきまっていただろう。いう
なれば主穀の消費構造が極めて階級的に現状維持されていた時代 といえよう。つま り階級的生活
慣習 ・風習と階級的経済構造の存在 との上に人間の生活があ り,更に 「穀物法」の規制による生
産 と消費への影響は多大なるものがあった時代 といえよう。
(V)「農産物市場価格」
最劣等条件の土地つま り最劣等条件の労働の三過程(本来は生産関係も劣等的に作用 している
と考えられる)の統一され る土地で生産され る穀物の生産価格が市場価格になるのである。けだ
し最劣等条件の生産価格が一般的市場価格でなければ,資本主義的に且つ価格機構上必要不可欠
の穀物量が生産 されないからである,と彼は理論的に仮定 していた。
(VI)「優等地に形成される地代」
古典派の一般的傾向は劣等地に形成される差額地代が主体的に論及されているが,彼は優等地
に形成される地代をも暗示 した。その点は極めて問題になるだろ う。とい うのは,劣等地に形成
される地代に対 して,優等地に形成される地代の確認は,い ってみれば,差額地代の形成には地
代形成の差額の源泉の存在だけが必要であって,優良も劣等もその地代形成には必要ではなく,
必要 となるのは 「地代の増減命題」の場合のみだということができるからであ り,したがって又
その主張は差額地代の存在には,「報酬漸減の法則」も,「生産の困難性」もそして 「農業の後進
性」のいずれも必要でないとい う主張に通ずるからである。 これはまさにマルクスの地代論の先
駆 をなすものとして高 く評価してよいだろう。 しか し,本来的,正統的な理論説明の手法 ・手続
きとしては,ア ソダアソンは自からの理論において 「劣等地に形成される差額地代の形成理論を
論 じている」のである。ただ行論の形式が劣等地に形成される差額地代になっているだけである。
したがって,積極的にそ して絶対的に差額地代形成め必須条件としたE・ ウエス トの 「報酬漸減
の原理原因論」とか,D・ リカー ドの 「生産困難原因論」とはアンダアソンの差額地代の源泉論
と大いに異なるといってお く必要があるだろ う。 ともあれ,ア ンダアソンが差額地代の説明にお
いて,「土地質の下降序列の方式」を用いているのは,差額地代の形成,増減論としてはオーソド
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ックスな説明方法といえよう。けだし,土地は労働によって再生産 し得ぬ資本の存在にあるから
であり,且叉土地の生産性は自然的にも社会的にも他の生産資本に比較 して最も制限を受けるも
のだからである。 したがって,地代形成の根拠 ・原因を積極的に 「土地の報酬漸減性」,「生産の
困難性」および 「農業の後進性」に求める説明手法は理論的に無理があるといえ るか も しれ な
い。 というのは,上 の三つの原因((1)「土地の報酬漸減則性」,(2)「生産の困難性」および
(3)「農業の後進性」)は人間の科学 ・技術によって克服することがかな り可能だからである。人
間の科学 ・技術等によっても克服が困難な原因 ・要素が差額地代を積極的に形成 ・成立せ しめる
要因といえるだろう。それは重農主義的意味における土地それ自体ではな くして,近代的 ・現代
的意味における土地自体にその原因があるように思われる。それは土地の生産資本 としての資本
性に大きな問題があるだろう,ということである。すなわち,(1)土地は非労働生産商品(労働
によって再生産 されぬという土地の非再生産性)で ある。(2)土地の非移動性。(3)土地の有
限性。(4)優良な る土地の相対的稀少性(J・A・シュンペーター)。(5)土地質の非 同質 性
(生産資本 として本来的に土地質は無数に差異を持っているとい うこ と)。(6)土地質の向上に
はかな りの時間がかかるということ,以上の諸要因が統一されては じめて要因としての有効性を
発揮するものである。そ してこれらの諸要因が地代のもととなる源泉すなわち超過利潤を積極的
に形成せしめるのである。
(VII)「その地代の増減」 ・
差額地代の増減は地代を形成する 「差額の大小」と需要と供給の関係,つ まり 「差額の大小と
市場価格の高低と販売量の大小」によってきまるとされている。 したがって,差額の増大現象は
例外なく地代の増大を結果 し,その逆は逆である。 しか しながら,彼の説明の中で,ただ一つ注
意すべき指摘があるが,それは,地代の減少命題を規定する場合である。差額が減少しても,生
産量が絶対的に増大すれば,地代は増大するとしている。 しか しこれは地代の絶対量が増えるの
であって,地代の相対量は減少するのである。 この指摘はかな り誤解を招 くもととなるばか りで
なく,実際誤解 して批評しそして紹介した論文 もある。しかも,これは(K)「技術の平準化」つ
まり 「土地の生産性の平準化」に強 く関係した問題である。彼のこの理論から得られる 「地代の
歴史的傾向」は簡単で,第一部で指摘した如 く,地代は歴史的に減少す るであろうということで
ある。けだし,「技術の平準化は当然土地質の平準化現象」に結果 し,したがって地代のもととな
る超過利潤の歴史的減少に導くか らである。超過利潤の減少は必然的に(土地私有が存在 し,賃
貸借契約関係が実現 している場合)差額地代の減少にいたる。技術の平準化つまり生産技術の平
準化は工業 ・農業に関する科学 ・技術の進歩 ・発展の必然的結果である。そして技術の平準化つ
まり生産技術の平準化は農産物商品(主に主要穀物)の一般的市場価格の低落 と個別生産価格全
般の低落による差額地代一般の量的減少と差額地代率の全般的減少が起る。かかる理論の実際は
主要な資本主i義諸国の農業史をみれば,「農業の過剰生産恐慌の歴史的現実と実際」から十分納得
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す ることができる。もちろん,差額地代の総量的減少も体制的必然として認識することができる
が,これは第一部においてみてきたところである。要するに差額地代の減少は,単 位面積当りの
問題としてもみることが出来るし,又地代収入全体(収奪総量)の問題としてもみ る ことが で
き,いずれも歴史的には減少の傾向を解答として得ることができる。(1)単位面積当 りの問題
としては,技術の平準化による差額地代の減少があ り,(皿)超過利潤の社会的総量(差 額地 代
としての不労所得全体)の 問題としては,(A)技術の平準化,(B)国家独占資本主義的農業の
管理による大規模生産構造の創出による土地比較数の減少,(C)運輸交通 ・通信の発達による
農業用地の位置の役割の平準化(輸送費漸減),(D)非農業資本に よる農業用地の収奪 お よび
(E)最劣等条件地の農業生産からの追放を惹起するところの既耕作地全体の生産性の上昇,等
の諸原因による差額地代の減少がある。そして差額地代の増大と しては,(1)単位面積当 りと
しては,需要の供給を凌駕する増大による価格高騰から惹起する地代の増大がある。この原因は
古典的には 「生産の困難性論」があ り,現代的には 「農業の後進性論」があるが,い ずれも科学
的 には問題があるだろ う。(皿)差額地代め社会的総量の問題としては,(A)技術の低下,(B)
国家独占資本主義的農業の管理の諸施策による充用資本の生産効率の低下および国家独占資本主
義的農業の管理の一環である農産物の高価格支持政策,(C)天災戦 争による技術効率(生産の)
の低下および(D)人 ロの急増,等 の諸要因による差額地代の増大がある。
かかる地代の増減傾向はマルクスのい う差額地代の第一形態の場合も第二形態の場合も同様で
ある。換言すれば,全般的にみて,差額地代の基礎の減少と差額地代の比率の減少を差額地代の
第一,第二の両形態のいずれにも見出すことができるとい うことである。 しか しながら,国家独
占資本主義的農業の管理の諸施策は往々に してこの差額地代の傾向を逆の方向におしやる場合の
あ ることをわれわれは強調しておこう。この点は第一部において既にふれておいた。
(VIII)「収益法則とその地代の関係について」 、
これは(IX)」優等地に形成される地代」のアンダアソンの思考を基本的に構成する源泉とな
っているのであるが,彼は 「収益法則と地代の形成」については殆んど悩んでいないといって差
支えないだろ う。その理由は簡単であって,彼に必要であった差額地代形成の源泉 ・原因はそれ
を形成 ・作出する 「差額要因」のみであって,ウ エス トとか リカー ドの如く 「生産の困難性」に
ついては全然悩まなかったからである。いや悩んだ り,そのことに気付く以上に彼の収益観は楽
観主義的であって,どちらかといえば,歴史的報酬漸増の思想が強かった。そのことは彼の理論
から十分伺い知ることができる。ただ,差額地代の理論モデルはマルサス,マ カロック,マルク
スそしてその他の学史家たちを誤らせた説明手法になっている。
(IX)「技術の平準化とその地代の増減について」
この思想を明瞭に浮彫 りした主張が彼の理論の中にある。すなわち,次 の如 く,
1穀物に対して………増大された需要,そ してそのことから起る価格の高騰の自然的結果 は,
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他の状態 では決 してかか ることが おこ り得ぬ程痔せた諸耕地が穀物地に転換す る。か くして この
場合他の ところで可能であ るよりも遙 かに大量の穀物が生産せ られ る。そ してそれが起 るところ
では どこで も農業が ヨ リー層活発になる。 これ らの努力に よって もともとGの 等級に位置 してい
た耕地はFの 等級に移行 してゆき,そして,徐々の前進 によって,そ れが遂に等級 のAの もともと
占めていた と同 じ位置に正 し く到達す るまで,そ れは維続的に,E,D,Cの 等級へ とすべ って行
く。 これ らの段階のすべ ての結果 として,栽 培 された穀物量は驚異的に増加す る。農業 者は また,
たとえ彼が ヨリ高い地代を与える とはいえ ども,以 前 よりもヨリ低い価格でそれ を売 ることがで
きる。それ故にあ らゆ る社会成 員はすべて この変化 に よって利益をえるだろ う。
「白然的諸原因が 白由に働 らくのを許容せ られる とき,そ れ らの諸原因が 自然界や政治 社 会 に
及ぼす影響を調べてゆ くことは美 しい ことである。 ある国において人 口が増大 しそ して工業が発
展 しつつある時は,そ のことが農産物 に対 し以前に比 して ヨリ大 きな需要を必然的に惹起せ ざる
を得なか ったことを既 にわれわれはみて きた。 この ことは・ ヨリ活発な販売を生 じ,農 業者 の勤
勉を増 した。か くして,ヨ リ多 くの穀物が生産せ られ る。あ る人 々は このことを創造 と名付け る
だ ろ う。何故ならば穀物が他の方法 では決 して生産 せられなかった ところで得 られ た か ら で あ
る。かつて生産せ られたこの穀物 は ヨリ多 くの肥料を生 じ,こ れ らが賢 明に土壌 に用い られ るな
らば,追 加的生産物を生 じる。 このよ うなや り方で誰 人もその限界を予測 し得ぬ程拡大 の余地 が
ある有望な前進が確立ぜ られ るのであ る。人 ロの増大 につれて この人 口を扶養す る手段が増大せ
られ る。それ故に一国は仮令現在 の ところではそ の現存せ る住民を丁度かろ うじて維持 しえる程
度にしか見えな くとも,し か し賢 明な る政府 の下 では,漸 進的増大に よって,そ の生産物はそ の
現存せる人 口のおそ らく100倍を も扶養 し得 る程 に増大する とい って差支 えない。そ してやが て
はその住民の生計手段 を現在 よりも正 し く一層多 く供給す ることができると言って差支えない。
現在 この範囲だけでは,一 つ一つ数 えあげ ることがむつか しいこれ らの顛末は,前 に述べたこ と
を推論す ることと諸事実に関す る正 しい帰納推理の両者に よって,最 も明瞭なる証拠であ るこ と
が認められ る」(Anderson.J..Recreations.Vol.V.PP.406～7)。
ここにみ られ る 「技術 の平準化」の思想は充用資本 の全般的生産性 の上昇 としたカミって起 る差
額地代の比率減少の事実 である。つ ま り,技 術の平準化現象は土地質 の生産性において とらえ ら
れ ている。極めて簡単 明瞭な現象 として把握 されているが,現 実の歴史は この推論の正 当性を十
分立証 している。勿論,「農業 の地位を指 し示す資料で もって,如 上 の証 明に代 える¢)は手 続 き
として不十分 であ るか もしれないが,し か しながら,生 産力の発展につれ て,労 働力総数お よび
国民所得生産 に占め る農業の比重 の低下が起 るのは疑いないだろ う。大多数 の発達 した資本主義
国では,農 業人 口が全人 口の約5%か ら約15%の範囲で上下 してお り,国 民所得生産 に占める農
業の割合は約3～8%の 限界内で変動 している。 公式資料に よると,ア メ リカでは,農 業人 口が
1964年で全人ロの約7%に なってお り,農 業では全部で国民所得の3.4%が生産 されていた とみ
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られてい る。 日本における 「農業の地位」はア メ リカの場合 と少 し違 うが,歴 史的にみ ると共通
の傾向を知 ることができる。例 えば,「国民経済 におけ る農業 の地位 」を国内純生産 の うち農業純
生産 の割合 でみると1960年の132,934億円の うち10.2%,1967年度 の358,232億円の うち,
8.3%,1968年度の422,990億円の うち,7.3%純生産 の割合 は漸減を示 してお り,総 就 業 人
口の うち農業就業人 口の割合は1960年度 の4465万人の うち26.8%,1967年度 の4944万人
の うち18.8%,1968年度 の5018万人 の うち18.0%を示 し,農 家人 口の総数の 趨 勢 は1950
第1表 地帯別にみた農業の地位の変化(単位%)
大都市近郊農業地帯
S25年135 45
申 間 農 業 地 帯
・・a・1・ ・1・5
遠 隔 農 業 地 帯
25年{35・5
総世帯1・占め ・農家牌 …1・6・ ・19・ ・1・6・・i4…1…443・}・5・ ・1・6・・
総人・に占め 鑓 家⇒ ・・…221・3・ ・{・4・・1蛎1・z61…545・ ・3・ ・
舞就藁恨}こliiめ纏1・ ・…6…9・953・ ・1・9・・1・28・61・2・1・e・・1・3…
量住地騨 こ璽 る欄**53・ ・1・3・・1・5・4**54・・1・4・・1・3・・1・・・…1・3・ ・1・3・・
資料:農林省 「1970年世界農林業センサス」,「耕地面積調査」,総理府 「国勢調査(速報を含む.)」,「就
業構造基本調査」,建設省 「全国都道府県市区町村別面積調」.
註:1)*印 は43年,**印は31年 にそれぞれ読みかえる。
2)地帯区分は次による。
大都市近郊農業地帯:南 関東4都県,東 海4県,近 畿臨海3府県
中 間 農 業 地 帯=北関東3県,東 山2県,北 陸4県,近 畿内陸府3県,中 国5県,四 国4県,
遠 隔 農 業 地 帯:北海道,東 北6県,九 州7県
年2月 の3767万人か ら,1960年2月の3441万1千 人そ して1970年2月 の2628万人 とい
う数字に減少 してい る(「1969年度農業 白書付属統 計表」か ら作成)。更に一般会計 国 家 予 算総
額 の うち農業関係予算の割合は1960年度 の17,652億円の うち7.9%,1967年度 の52,034億
円の うち10.5Aoそして1968年度 の59,173億円の うち10.3%(「1969年度農業 白 書 付 属統
計表」 よ り作成)を 示 しているが,「地帯別にみた農業 の地位の変化」をみると第一表 の 通 りで
ある。
以上 の如 く,農 業 の国民経済 の中における地位は次第に下降 してい るが,そ れは農業の存在価
値の衰退を意味す るものではない。
しか しなが ら,殆 ん ど二世紀前に,差 額地代 の最初の発見者ア ンダア ソンはすでに今 日の農業
を予測 していたので ある。それ程農業は変革 したのだが,そ れ らの諸変革 の中で最 も激 しい変革
は経済体制それ 自体 であ り,そ の変革に関連 して 「農業 と工業」 の激 しい変革であろ う。そ して
農業 自体 の大 きな変革は地代範疇 にもそ の影響 を及ぼ していった。
3.収 益法則と地代の関係
収益法則(本来的には経済学法則として成立 しない。詳細は拙著r前掲書』361～396ページ
参照)'と差額地代が関係深いと見倣すのは一種の幻想であろ う。 しかるに,古典 学派 の人達 の
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中,な かんず く・E・ ウエス5,D・ リカ・一一ド,T・R・ マルサスお よびその他の多 くの古典学
派 の差額地代論老たちが,差 額地代 と収益法則の関係を絶対的必要条件 とみな していた(こ の法
則を用いた代表的差額地代論者 には,E・ ウエス ト,お よび 」・Hvonチ ュウネ ンがい る。彼等
は差額地代 と報酬漸減 の法則を絶対的に結びつけて差額地代論 を確立 している。)の は,彼 等が
差額地代の源泉論を一面的に しか認識 して いなかった ことに よるものではなかろ うか。彼等は実
際 ウェス トを頂点 として 「生産 の困難性」 を差額地代形成 の基本的原因 としてい る。その困難性
を形成 してい るのが,「土地報酬漸減 の法 則(Lawofdiminishingreturusfromland)」だ と考
えていたのであろ うが,こ の法 則は さきに も述べた ように経済学法則 として成立 しないだろ う。
ところが成立 しない原理 を成立す ると考 えていた ことにはそれな りに理 由があ るだろ う。その第
一 の理由は十八世紀末葉頃西 ヨーロ ヅパ地域 におけ る 「歴史的思想」に原 因があ った。つま り,
啓蒙期に尚さかんであ った 「環境論的思想」すなわち 「自然決定論的思想=モ ンテスキユの思想
的影響が強か った=」 に原因が あった。第二,農 業 の後進性(現実の),第三,農 業 に対する偏見
お よび第四農業の生産構造(労 働集約度 の幅が狭 い 「非中耕 作物地帯」が考 え られ る。 と も あ
れ,産 業革命時の工業 と比較 して非常に立 ち遅れ ていた産業 が農業であ り,又,農 業は一般 に生
産期間が労働期間と一致 し難 く,更 に資本の回転率が他産業に比 して極 めて低 くそ して土地所有
の存在 と地代の存在が生産拡大を阻害 していた。それだけではな く農産物商品の性質が特殊 的で
あ る(商 品革命がその為起 ったが,そ れは包装革命 と一致 している。包装革命 とは購 買者の意識
革命 ・価値観の転換 と一致 している。経済的価値観 の転換が今後更 に進んで,経 済におけ る商晶
生産構造を一層変革 してい くだろ う)と い う間違 った事実認識が 当該法則を感覚的に経済学法則
と錯覚させたのではなかろ うか。いずれに しろ,経 済学 の未発達な時代故,生 物学的法則,植 物
学的法則(本 来的 にはそれ らの法則 でもないだろ う)を 社会学的法則であると錯 覚 す る こ とか
らは じめて成立す るのが この法 則で あ ろ う。 実際 この法則 の内容は極 めて 「単純 な物理的弾性
の傾向」 を命題化 した もので あ る。 つま り収益法則を 「報酬漸増 の法則(Lawofincreasing
「eturus略してL・1・R)」と 「報酬漸減 の法 則(Lawofdim.inishingreturns略してL・D・R)ユ
の二つに とらえてみると,両 者 とも静態的原理で あ って決 して動態的な原理 で は な く,し か も
他の条件を一定 として一可変要因の運動傾向のみ を問題 に した もの で あ るが,L・1・Rの 傾
向 ・原理は,「そ の条件 く一可変要因)の 不完全な もの か ら完全化への過程 として」換言すれ ば
「その不完全条件(一 可変要因)の 完全化への道 と して」積極的に理論化 し法則化 した もの で
あ り,またL・D・Rの 傾 向 ・原理は,「その条件(一 可変要因)の 完全か ら不完全 へ の過程 と
して」換言すればその完全条件(一 可変要因)の 不完全化へ の道 として積極 的に理 論 化 し法 則
化 した ものであ り,た だそれ らをそれぞれ前者を 「報酬漸増の法則」 とし,ま た後者を報酬漸減
の法則 と見倣 しているだ けの性 質のもので あ る。 そ れ は全 く一種 の物理現 象を経済学法則 と認
識 した錯覚にす ぎないだろ う。 けだ し,報 酬は資本の運動の過程 では 「利潤」 であ って,決 し
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て総販売量を意味する概念ではないからである。 したが って,「生産条件の完全化 と不完全化 の
二つの過程とその結果が経済社会で現象する場合の結果すなわち流通過程の不完全化と完全化」
とは相反する性質のものであるか らである。換言すれば,生産過程の現象形 態(価 値生産 の過
程)と 流通過程の現象形態(価 値実現の過程)と では,互いに他を一定として考えるならば,相
反する結果を惹起する関係にあるか らである。具体的にいえば,商品の大量生産は市場条件ない
し需要条件を一定とすれば,市場における 「利潤」の実現は反比例を結果 し,逆は逆であ る。 し
たがって,「生産条件の完全化への過程」はその儘流通過程においても利潤極大化に向か って完
全化過程を歩か といえば,む しろその逆で需要を一定とすれば,利 潤の率 も額も共に減少 してい
くだろ うしまた 「生産条件の不完全化の過程」はその儘流通過程においても利潤極大化に向って
不完全化過程を歩むかといえば,む しろその反対で需要を一定とすれば,利潤の率 も額も共に増
大 していくだろ う。それ故,一般に他の条件を一定とすれば,数量的には完全化の逆 と不完金化
の逆は相互にそれぞれ逆の結果を招 くことになる。これらの場合,「条件の完全化とは数量 の増
大を意味 し」,反対に 「条件の不完全 とは数量の減少を意味する」ことををここに断わって おか
ねばならない。か くしていえることはこれらの法則は経済学法則 として収益現象を適切に把握 し
原則したものとは決 していえないだろう。 したがって,収益法則は 「生産法則」ではあるかもし
れないが(厳密にいえば,生産法則ともいえないだろう),「利潤法則」であるとは決 していえな
いだろ う。そして収益法則は短期的にも長期的にも成立 しない。若 しわれわれにそれの教えるも
の があるといえば,ただそれは,歴 史的に 「生産法則」は常に変えるものであ り,また技術を可
変とすれば 「生産法則」も無限に変るものであるということである。それ故に,J・A・シュンペ
ーターの如 く,「生産法則」を 「歴史的報酬漸増の命題」としてとらえるのも妥当ではないだ ろ
う。その理由(拙著 『前掲書』「補筆の章」参照)は その 「命題」が 「L・1・R」と 「L・D・R」
を前提としているとい う点ともう一つの理由は彼のいう 「命題」は既に収益法則とは関わ りのな
い別の問題であるからである。別の問題や理論の範鷹に属するものだからであ る。別 の問題 と
は,す なわち 「技術の平準化の問題」であ り,「生産性の平準化の問題」のことである。 要す る
にL・D・Rは理論的に発見されて以来,そ の殆んどの歴史は常に政治的に利用されただけであっ
て,それ以外の何物でもなかったといえるだろ う。若 しそれ以外において主張され得るとするな
らば,明 らかにその主張の背景には十分 「自然決定論的思考方法」がある証拠といえるだろ う。
このようなL・1・RならびにL・D・Rが共に積極的に関係しない差額地代論を展開した のが
J・アソダア ソンその人である(しかし,アソダアソンがL・D・Rに基ずいて差額地代論を展開
'していると誤ま
って紹介したのは学史的にい うとアカロックであ り,その点で責任は全部彼にあ
る)が,強 いてい うならば,彼はむしろL・D・Rに関係のある地代論を確立 したのでは決 してな
くて,「技術の平準化」そ して起 る 「生産性の平準化」を主体的に重視 した思想で地代理論 を 論
述 したと理解する方が正 しいアンダアソン地代論の理解 とい うことになるだろ う。その理由は幾
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っかある。すなわち,(1)人間能力無限説,(2)耕地の肥沃性は人力によって変えることが出
来るという説,(3)肥沃性上昇無限説および(4)「技術の平準化説=土地質の歴史的平準化説」
の積極的支持論者,等 々である。第一の理由は 「人間の能力は無限である」という主張である。
努力 した り訓練 した りすれば,人間の能力は改良されてその力は無限に進歩するもので あるか
ら,人間のたずさわ るすべての生産行為は無限に発展する可能性を秘めている。したがって,人
間の改良能力に最も依存しているのが土地の肥沃性である。この点が第二め理由である。土地の
肥沃性は自然の性質に多 く依存 しているようにみえるが,本来は人間の性質に多 く依 存 してい
て,換言すれば,肥沃性は人間の労働の性質の別表言だと考える。このような主張は地理学者で
あり且又自然科学者であったス トラボンを除けば,ア ンダアソンが有史以来最初のものといえる
だろう。彼は この点から固有の 「人 ロ論」を主張 した。そのためにこの論理を理解出来なかった
環境論者T・R・マルサスの誤まった批判を受けた。第三は・土地の肥沃{生についてである。土地
の肥沃性は人間が土地を賢明に肥培管理するならば,歴 史の経過につれて上昇してい くものであ
る。けだし土地の肥沃性は人聞の能力に依存 し,しかも人間の能力は無限に発展するものと思考
しているからである。ここにはL・D・Rの存在を予測することはほ とんどできがたいだろう。第
四は土地の肥沃性は歴史的に人間の能力によって平準化される。それは 「技術の平準化」を通 じ
て実現される。その例証を土地質の上昇の説明の段階で行なっている。 しか しながら,以上の四
条件が成立するには,「国家の政治 ・政策の適切性」を得ることが基本的に必要であ る(前提条
件)とわれわれに注意を呼びかけている。これは極めて重要な前提条件であることをわれわれは
忘れてはならないだろう。
このような観点から彼は固有の 「人口論」を主張している。耕作されるごとに土地の肥力は増
大しそして土地の人口扶養能力は限 りなく増大する。 したカミって人口の増大は土地の肥力を増大
するものであるから,人 口増大を心配することはないと主張 している。か くして古典学派の中で
収益法則をすなわちL・D・Rを必要 とせず差額地代論を形成したのはほかならぬアンダアソンた
だひとりといえよう。つまり彼はわれわれにL・D・RもL・1・Rも差額地代論の形成には不用で
あ り,それに必要なのはそれを形成するのに必要な源泉の 「差額」だけであるとししかも差額地代
が 「劣等地に発生する原理」 と 「優等地に発生する原理」 とがあることを教えた功績をマルクス
に先んじて与えなければならないだろ う。換言すれば,優等地の地代を劣等地の地代原理 より優
先させて確立 している。そのことから彼は差額地代の形成に必要な原理は全 く差額を現出せ しめ
る事実のみであって,劣等地のみに発生す る原理も優等地のみに発生する原理 も必要でないこと
を進んでわれわれに教えているのである。たしかに 「土地の生産性の本質」についての彼の言及
の重要性は歴史的範疇として現代の 「工業的農業」が十分に実証している。すなわち 「技術の平
準化の過程」はそのまま 「生産の困難性」の代名詞であった古典派的農業を歴史的に克服する道
となり,そしてその道行きは更に前進せしめられて現代における 「農業の後進性」または 「工業
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に比してお くれた農業」すらも克服する過程に結びつき,結局,今 日みられる 「農業の過剰生産
傾向」に結果 しているとい う事実がまさにすべてを物語 っているだろう。 このことは先に述べた
通 りである。それにしても 「技術の歴史的平準化=土地の生産性の歴史的平準化」を既に十九世
紀初期(1801年)に正確に予言 した彼の調察力は十分高く評価さるべきであろう。 しか しながら,
それが実現 されるためには政治が 「適切」でなければならない ことを彼は非常に強調している。
'
4.地 代論 と恐慌論視角
「農業恐慌の発生」を歴史的に取 りあげてみると19世紀末葉,20世紀初期,30年代,40年代
および50年 代から60年 に出来 したことを経済史を通 じて知 ることができるカミ,この 「農業恐
慌の原因」は共通的には資本主義農業の矛盾 と農産物消費に対する過少購買力の存在を指摘する
ことができよう。勿論恐慌発生の 「原因説」は論者によってそれぞれ分れているが,資本主義の
矛盾を 「生産量」,「価格」,「消費不足」そして 「生産の不均等配置」に結果するケースカミある。
そしてその原因を 「技術の変革 と過少消費」,「農業生産の不均等配置 ・配分の結果と過少消費」,
資本関係の支配と過少消費等に求めているようだが,要 するに資本主義の独占期における独占資
本主義の矛盾,つ ま り生産の社会性と所有の私的性の矛盾とそれが独占の成熟期に入るにつれて
国家独占資本主義的諸矛盾の結果 として恐慌が発生すると考えられる。
農業恐慌が 「一般経済恐慌」に比較して 「深刻かつ慢性的であ り,固有的である」原因は,そ
もそも19世紀末葉の場合には,(1)土地所有と地代の存在,(2)小農民経営(小商品生産的
農民経営)の存在,(3)農業生産の自然的諸制約にあ り,20世紀全般にみ られる農業恐慌の原
因は,一般に主 として構造上の危機 として,(1)国家独占資本主義の矛盾,(2)国家独占資本
主義的農業の管理の結果 と矛盾(農 業生産の不均等配分 ・配置の結果)そ して(3)旧 い国家独
占資本主義的農業の管理 と新 しい国家独占資本主義的農業の管理 との間の違いから起る諸矛盾等
にあるといってよいだろ う。
さて,かかる農業恐慌が地代論にかかわる場合の一つをここに不等にも問題 として取上げなけ
ればならない。それはアンダアソンの場合で,彼の説論中,地代の増減命題を展開する時生産の
過剰を予想させるような行論をとらえて,それを恐慌論視角か ら批判的に紹介している論文の場
合である。彼は地代の増大は地代の格差が増大する場合にみられ るだけでな くして,相対的(比
率)に地代の格差が減少しても穀物の絶対量の増大によって地代が増大すると主張した時がこの
場合に当る。この説論をとらえてある人はアンダアソンは 「恐慌論についての認識と理解がない
と批判的に紹介 しているが,こ れは少し結論を急ぎ過ぎているように思われる。
その理由は次のようである。すなわち資本主義社会における恐慌現象は単なる生産の過剰のみ
から現出されるものではな くして,それは生産力と生産関係との矛盾,生産 と消費の関係の矛盾
または生産と消費めかかわ りあいから必然的に出来するものであって,一方のみの現象から出来
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するものでは決してないからである。(更にいうまでもないことかもしないが,恐慌はそ の支払
いの過程的連鎖とその相殺の人為的組織とが完全に発達せるところ,つ まり資本主義が成立して
いるところにのみ起るのである)。換言すれば,恐慌は極めて歴史的範疇であって,し たがって
資本主義社会において,生産の社会的性格 と取得の私的 ・資本主義的形態 との間 の矛盾(し か
し,資本主義の自由競争期と資本主義の独占の成熟期とではその原因にかなりの違いがある)と
い う資本主義の基本的矛盾を基礎 として発生するのである。したがってアソダアソンが過剰生産
を予知せ しめるような行論があったからといって単純に彼には 「恐慌論への疑問を感 じていな
い」というのは少し性急な解釈のように思えてならない。その理由は幾つ か あるが,そ の第一
は,恐慌は単純な過剰生産のみから,つま り流通過程を問題にしなくて専ら生産過程のみにおけ
る単純過剰生産からは発生 しないということである。第二,恐慌は極めて歴史的範疇であるが,
なかんず く歴史的にみて18世紀末葉頃は英国は殆んど穀物の輸入国に転 じつつあった所謂傾向
的 には穀物の過少生産国状態に向いつつある時代であった。換言すれば,当時の英国の穀物事情
はそれの不足状態にあって農業恐慌の可能性は農業に関する限 り,しかも主要穀物に関する限 り
一部分恐慌を別とすれば,全般的農業恐慌は殆んどなかったとって差支えないだろう。第三,恐慌
と一見思えるような状態が資本の競争によって惹起される場合があるのにそれを看過し,この場
合を逆に仮定できる設論を恐慌 とみな している場合である。つま り,過剰生産が一方に増大 しつ
つありながらも,なお他方では生産や価格の上昇がみ られるという一見矛盾したような現実が,
資本の競争舞台での運動によって引き起されることがあるということである。 したがって,消費
資料つまり食糧の如き商品の過剰生産を指摘する時は一方に必ず大衆の制限された消費事情の存
在が対置されていることを認識すべである。いいかえれば消費資料の過剰生産という言葉の背景
・には一般に他方の側に大衆の制限された消費の表われを意味するとい うことを十分認識すべきで
あ る。い うなければ過剰生産とい う言葉が恐慌に結びついて考えられる時は単純過剰生産を別と
して,一般に反対側に大衆の制限された消費が存在対置 されているのである。 したがってそのこ
とを認識 しない恐慌論視角からの批判は理論の正当な理解をまどわ しめるものとなるであろう。
要するに,当時はまだ一般的には恐慌論の知識を必要とする経済状態になかったのである。つま
り,正しくはないが,生産が消費を生みだすと考えられることの方が,生産が消費に依存 してい
るとかまた生産が消費を規制しているとい うこと(資本主義の独占の成熟期)よ りもより一般的
な経済構造にある資本主義の発展段階(資 本主義の自由競争期)の 時期にあったのである。
5.む す び
差額地代の源泉は一体何かといえば,われわれの手許には学史的 にみ てrE・ウエス トの報酬
一漸減の法則説」があ り,rD・リカー ドの生産の困難性説」があ りそしてそれらを集約した形での
.農業の後進性説」があるが,わ れわれは積極的にはそれ以外の点に差額地代の源泉が超過利潤形
64西 山 久 徳
成構造として存在するものと考える。それは最劣等条件の生産価格が一般的市場価格に一致せね
ばならないということと個別の生産価格との間の価格差を作るということ,そ してそれら二つの
事を積極的に支持 し現実化する土地の社会経済学的特性にあるといって差支えないだろ う。かか
る複雑な理論構造を持っている差額地代には,更に理論的に 「生産説」と流通説とがあるが,い
ずれ も真であろうが,これらの問題は経済学的範疇とい うより極めて政治政策学的範噂に属する
といえよう。強いてい うなれば,「生産説」の方が先行 しているかもしれ な い。というのは 「価
値の生産」は生産過程において実現されるからである。しか し 「価値の生産」が 「価値の実現」
において完結するとい う現実を忘却してはならない。 次に地代論 と恐慌論視覚につい てであ る
が,単純過剰生産からいきな り恐慌を推論するや り方はかなり暴挙であり且つ問題が論理的にあ
る。それだけではなくこの思考方法は余 り賛成できないしまたアソダアソンの紹介として適切を
欠いてお り,読者を混乱せしめるものと結論しておこう。
最後に土地国有 と差額地代の関係であるが,差額地代のもととなるのは超過利潤であるから,
土地国有によって超過利潤の形成構造とメカニズムが解消されない限 り,超過利潤の転化形態で
ある差額地代は土地国有になっても,超過利潤の形成構造 とメカニズムが存在 しそして超過利潤
の存在が止揚されならないならば,依然として差額地代が存在するのは至極あた りまえである。
ただ 「地代」 とい う 「不労所得」を収奪する階級の有無が問題の本質を決定するのではない。 し
たがって,地代収奪の問題と地代形成の問題とはことの本質において異っていることは全 く明ら
かである。ところがこの問題を十分認識せず混同している場合が往々にしてみ られるカミ注意せね
ばならないだろう。
